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秋田県における 1歳6か月児健診の地域化に関する研究

その 5. 昭和52~54年アンケートからみた市町村の対応状況
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秋田県環境保健部公衆衛生課

I はじめに

昭和52年からの 1歳6か月児健康診査に関する厚生省

通逹への県内69市町村の対応について，新しい健診事業

の地域化への行政調否的意味も含めて，初年度より 3年

間，毎年全市町村の状況をアンケート方式により把握し

た．

3か年の成績をまとめ， 1歳6か月児健診を通して，

市町村主体として打出された健診業務への対応をのべる

こととする。

II 調査方法

県公衆衛生課より， 1歳6か）1児健康診査についての

厚生省通達1)に対する69市町村の実施の意志を求めたと

ころ，実施する36市町村(52.2彩），しない33市町村（47.8

彩）であった．

初年度は上記両群に対し，それぞれ別紙1, 2のアン

ケート用紙（省略）を，保健所を通し配布し，記入後も

保健所を経て収集された．

2年目は，全県実施の体制となったので，前年より実

施の群と分け，前年未実施には昨年実施群と同じ用紙を，

2年目には別紙3（省略）のアンケート用紙を配布した．

3年目は，本調査最終年として，他事業へのひずみや，

積極的な取り組みなどへの状況を調査すべく別紙4（省

略）の用紙を用いた．

なお， 53年は保健所側から， 54年は市町村側から従事

者状況についても調査した．

令県的な県側の働きかけは，厚生省児童家庭局長通達

ならびに実施要綱を保健所および市町村に通知（昭52,

9月），ついで， 「秋田県妊性姉・新生児・乳幼児健康

相談票2)」に連けいさせた 1歳6か月児用相談票，受診

iiijf'1問紙（アンケート用紙）ならひに 1歳6か月児健康診
査の手引き 3)」を小児保健会と協議の上作成し（厚生省

心身障害研究，中山班のガイドラインを参考4)),保健所

および市町村母子保健担当者打合せ会において研修会を

通し説明した． （昭52,10月～12月）

＊秋田県衛生科学研究所

m 成績

A.初年度の状況

実施する36市町村， しない市町村のアンケート記入者

は，あわせて，担当事務職員52.2%,保健婦42.0％で両

者の目だった相違はみられない．ただ「しない」群に記

入なしが4町村(5.8%)みられる．調査結果の主な事項

は表 1に示す如くである．

表1. 52年度実施36市町村アンケート回答

1. 1歳6か月児健診の尖施

イ．既存事業をふりかえ

ロ．新規事業として追加

ハ．その他（混合）

2. 計画・立案の主役
ィ．保健婦

ロ．担当課（係）事務

ハ．担当課（係）長

3. 事業計画の難点（ダブルチェック）

イ．スタッフ依頼

ロ．会場

ハ．予算

二．対象把握

ホ．その他

へ．特にない

4. 予算上の追加（ダブルチェック）

ィ．医師・心理・助産婦謝金

ロ．臨時職員人件費

ハ．その他（器材・消耗品）

二．答なし

5. 健診への住民反応

イ．関心がある

ロ．あまりない

ハ．答なし

6. P. Rの方法（ダブルチェック）

イ．個人通知（該当者）

ロ．広報

ハ．推進員，愛育班呼びかけ

二．有線放送

彩

23 (63.9) 
10 (27.8) 

3 (8.3) 

19 (52.8) 

10 (27.8) 
7 (19.4) 

16 (44.4) 

4 (11.1) 
4 (11.1) 

1 (2.8) 

3 (8.3) 

12 (33.3) 

24 (66. 7) 

7 (19.4) 
3 (8.3) 

9 (25.0) 

27 (75.0) 
6 (16.7) 

3 (8.3) 

34 (94.4) 
21 (58.3) 

8 (22.2) 
2 (5.6) 
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52年度行なわない33市町村アンケート回答

行なわない理由（ダプルチェック）

ィ．市町村の体制不備

ロ．スタッフ不足

ハ．内容がよくわからない

二．種々健診が行なわれている

ホ．財政困難

へ．健診方式がわからない

ト．その他

1． 健診実施市町村について

％ 

19 (57.6) 

12 (36.4) 

5 (15.2) 

3 (9.1) 

3 (9.1) 

2 (6.1) 

7 (21.2) 

a. 36市町村（以ド市町村略）のうち， 23(63.9%) 

がこれまでの 1歳又は 2歳児健診の振替として行われた．

新規事業として追加10(27.8%), 乳児又は 2歳児健診

に混合させて実施3(8.3%)である．

b.健診計両の上役は，保健婦19(52.8%),担当課

（係）事務職員10(27.8%),担当課（係）長7(19.4 

彩）となっている．

C. 事業計画での難点として，スタッフ依頼16(44.4 

％），会場4(11.1 %),予算4(11.1 %),特にない

12 (33.3%), その他3(8.3%)て，事業内容把握困難

などをのべている．

d.予算上の追加は，医師，心理判定員，助産婦等謝

金24(66.7 %),臨時戦員7(19.4%), その他3(8.3 

％）で主に衛生教育用材料などである．

e.健診に対する仕民の反応は，閲心がある27(75.0 

％）．あまりない 6(16.7%).答なし 3である．

f. PRは，個人通知34(94.4%),広報21(58.3形），

母子保健推進員，愛育班8(22.2彩），有線放送2(5.6 

％）である． （ダブルチェック）

実施市町村のアンケートならびに附帯意見より， 11加l頌

点として考えられることは，よい心味では県からの指小

を極めて素直に受止め，内容方法など模索しつつ，不安

のままに計画しているところも伺われる．

36市町村のうち，心理判定員の協力を依頼したのは 3

(4.3%)である．

2. 健診を行わない市町村について

33市町村の実施しない理由をみると，市町村の体制を

ととのえてから19(57.6%), スタッフ不足12(36.4%),

内容がよくわからない 5(15.2%),柾々の健診か十分

行われている 3(9 1形），財政囚難3(9.1形），健診

方法がわからない 2(6.1%)などとなっている．（タフ

ルチェック）そして33市町村すべてが来年度実施の方向

ヘ努力すると答えている．

しかし，附常心見として，実施に対し県に望むことと

して，事後の追跡ヽンステム確立，医旅機関との辿けい確

立，スタッフ研修，補助金の大巾拡大などを強く望んで

いる．

B.次年度の状況

2年目で全市町村 (69)で実施されることとなったの

で，昨年より実施の群と分け，アンケート調査を実施し

た．用紙への記入者の代表は， 2町が衛生担当事務員の

ほかは保健婦であることが昨年と異なっている．

1. 実施初年度の33市町村について

昨年末実施の33市町村に対し，昨年実施の町村と同様

の質問項目を用い両者の比較を目的とした．表2はその

状況である．

a. 33の中， 17(51.5%)がこれまでの 1歳又は 2歳

児健診の振替とし，新規事業として追加16(48.5%)で

ある．これは昨年開始の群の10(27.8%)に比し新規扱

いが多い傾向の如く伺われるが，振替事業を持たない町

村の多いことも考慮しなければならない．

b.健診計画の主役が保健婦21(63.6形），事業計画

の難点として，スタッフの依頼16(48.5%),予算上の

追加は医師，心理判定員，助産婦等の謝金25(75.8%), 

住民の関心あり24(72.7%), PRに際して個人通知31

(93.9%)等は，昨年実施群とほぼ同様の傾向をみた．

昨年からの群と比較して特に目立ったことは，計画の

際会場について苦労した所が12(36.4船）で，昨年の

4 (11.l%)に比し多い．

2. 実施 2年目の36市町村について

a.実施にあたり苦労したことは，昨年と同様スタッ

フ依勅12(33.3%)で，はかに会場と時間3(8.3%),

対象児か多い 2(5.6%)などがあげられているが，昨年

と異なり予算をあげているところはない．保護者の反応

は，関心あり33(91.7%)で，昨年の27(75.0%)より

理解が得られる傾向となってきている．

b.昨年に比し実施方法で改善した点について「ない」

17 (tl7.2船） 「ある」 19(52.8%)で，その内容は，健

診手順，健診内容，スタッフ増員などである．

C. 健診票の項目で追加希望が「ない」 24(66.7%), 

「ある」 12(33.3%)で，その内容は，聴力検査，視‘槌

検fi,発逹検査，歯科衛生の実地指ttふ食中量調査など

積極的な姿勢がみられた．

d.精神発達検査を行わない17(47.2%),行ってい

る19(52.8%)で，行っているのうち，心理判定員によ

る1(5.2%),保健如｝による18(91.7%)（児童相談所

の指導 1' 絵本と桔本で10, アンケートJIJ紙の項目や問

診で観察7)で，保健婦の熱意がみられる．

e.県や保健所への希望として，専門医がほしい，保

健婦栄養士の協力，研修の機会を多くしてほしいなど

訴えている．

C. 3年目の状況
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表2. 53年度実施初年度の33市町村アンケート回答

（記入者保健婦32.事務 1)

ー 1歳6か月児健診の実施

2. 計画・立案の主役

3. 事業計画の難点

（ダブルチェック）

4. 予算上の追加

（ダプルチェック）

rJ
 

健診への住民反応

6. P. Rの方法

（ダプルチェック）

イ．既存事業をふりかえ

ロ．新規事業として追加

ハ．その他（混合）

イ．保健婦

ロ．担当課（係）事務

ハ．担当課（係）長

イ．スタッフ依頼

ロ．会場

ハ．予算

二．対象把握

ホ．その他

へ．特にない

ィ．医師・心理・助産婦謝金

ロ．臨時職員人件翡

ハ．その他（器材・消耗品）

二．答なし

イ．関心がある

ロ．あまりない

ハ．答なし

ィ．個人通知（該当者）

ロ．広報

ハ．推進員・愛育班呼びかけ

二．有線放送

籾町
）

）

市

5

5

3
5
1
4
8
 

3
 
（

（

（

 

針

7

6

0

1

6

5

6

2

3

0

0

0

5

0

3

0

4

9

0

1

7

8

1

3

1

1

2

1

1

2

1

2

3

2

 

5
 

(63.6) 

(18.2) 

(15.2) 

(48.5) 

(36.4) 

(9.1) 

(75.8) 

(30.3) 

(9.1) 

(72.7) 

(27.3) 

(93.9) 

(81.8) 

(24.2) 

(2.8) 

52年 (36市町村）

23 (63.9) 

10 (27.8) 

3 (8.3) 

19 (52.8) 

10 (27.8) 

7 (19.4) 

16 (44.4) 

4 (11.1) 

4 (11.1) 

1 (2.8) 

3 (8.3) 

12 (33.3) 

24 (66. 7) 

7 (19.4) 

3 (8.3) 

9 (25.0) 

27 (75.0) 

6 (16.7) 

3 (8.3) 

34 (94.4) 

21 (58.3) 

8 (22.2) 

2 (5.6) 

53年度実施2年目の36市町村アンケート回答

（記入者保鱈屈釦•'.li務 l)

実施にあたり苦労した点

ィ．スタッフ依頼

ロ．実施の時間・場所

ハ．その他（対象児多い）

二．特にない

保訛者の反応

ィ．関心がある

ロ．あまりない

ハ．ほとんどなし、

二．記入なし

実施法で改善した点

ィ．ない

ロ．ある

I.健診手順

II.健診内容

III.スタッフ増員

IV. その他

加えたい健診項目

2. 

3
 

6. 

％ 

12 (33.3) 

3 (8.3) 

2 (5.6) 

19 (52.8) 

33 (91.7) 

1 (2.8) 

1 (2.8) 

1 (2.8) 

｀
ヽ
ノ
）

2

8

 

．
．
 

7

2

 

4

5

 

（

（

 

7

9

6

7

2

6

 

l

l

 

＆
 

，
 

イ．なし‘

ロ．ある

I.聴力検査

II.視覚検査

皿発達検査

IV.歯科衛生の実地指祁

V.食事量調査栄養指導

精神発達検査

ィ．行なっていない

ロ．行なっている

I.児相判定員による

II.児相の指導で保健姉か

rn．絵本・積木で保健姉か
IV. アンケート，問診で観察

県・保健所への希望

専門医がほしい

保健婦協力

栄養士協力

研修の機会を多く

歯科医・歯科衛生士不足

）
、
ヽ
ノ

7

3

 

6

?

 

6

3

 

（

（

 

4

2

2

1

2

3

2

 

2

l

 

17 (47.2) 

19 (52.8) 

1 (5.2) 

1 (5.2) 

10 (52.6) 

7 (36.8) 

3

7

2

4

2

 

- 197 -



表3. 54年 1歳6か月児健診への市町村の対応 69市町村

事 項 市町村数悌） 事 項 市町村数(%)

1歳 6か月児健 な し‘ 36 (52.2) 1歳6か月児健 な し‘ 60(87.0) 
診実施のために，

33(47.8) 
診実施のための

ある 9 (13.0) これまで実施し あ る
影響

ていた健診のと 昂晶その他の健診
りやめ，又は回 あイ） 談）のとりやめ 23(69.7) （保健サーヒヌ面）

（訪級問中，止乳，健成，人相病検談縮診少事後，母管親理学） 

数を少なくした
ものがあります 口）乳児，妊婦健診回数減 6 (18.2) なし、 32(46.4) 

1歳6か月児健
か。 るイ＋ロ 4 (12.1) ある 37 (53.6) 

診で，特色とし
個人通知＋広報 41 (59.4) あ 歯科に関連 31 (83.8) 

ていることや効 る
個人通知のみ 12(17.4) ， プ 健診の流れについて 9 (24.3) 率をあげるため
個人通知＋広報＋推進員 3 (4.3) ）レ 事後指導について 2 (5.4) 

実施しているこ チ
詞督叡詞摺個人通知＋広報＋有線放送 3 (4.3) 工 4 (10.8) 

ツとがありますか。 ク
個人通知＋広報＋予定表 2 (2.9) ヽ その他 5 (13.5) 

広報＋推進員 1 (1.4) な し‘ 35 (50. 7) 
・-

方健診の通知法 広報のみ 1 (1.4) あ る 34 (49.3) 

個人通知＋有線放送 1 (1.4) 1歳6か月児健 流スれタッフについて， 14 (41.2) 

個人通知＋有線放送＋推進員 1 (1.4) 

個人通知＋広報＋予定表＋推進員 1 (1.4) 
, -

個人通知＋おしらせ板 I (1.4) 
9,.~ 

個人通知＋広報十地元新聞 l (1.4) 

広報＋予定表 1 (1.4) 

本品査の最終年度として他事業へのひずみや，柏極的

な取り組みなどへの状況を調査した．その概略は表5の

如くである．

1. 1歳6か月児健診の他事業への彩響として，①こ

れまで実施していた健診のとりやめ，又は回数減が33( 

47.8%)で〔 1, 2歳，その他の健診（又は相談）とり

やめ23(69.7%),乳児，妊産婦健診回数減 6(18.2%) 

両方実施4(12.1%)〕②保健サービス面で影響あり，

9 (13.0 %) （訪問，乳幼児・閃親学級中止，成人病業

務の手薄など〕となっているが，全体として特に山大な

しわよせはみられない．

2. 健診について市町村の特色や，効率化への実施事

項あり37(53.6%) 〔歯科に関するもの，健診の流れ，

健診内容など〕，今後の改善事項あり34(49.3%) ［ス． 
タッフや健診の流れ，歯科関係，健診内容，予符，器材

整備等〕など積極的な面がみられる．

3. 通知は， 66(95.7%)が個人通知を行っており，

あわせて広報，有線放送，母子保健推進員などの協力を

得ているのが54(78.3%)で，その他のみ（広報，椎進

員）が3 (1.4%)である．

診で，次年度か
あ
歯科関係 10(29.4) る

ら改善しようと ， 健診内容 9 (26.5) 
ブ

... 

叶画しているこ Jレ 1i後管理 4(118) 
チ

とがありますか。 工 f算，器材整備 3 (8.8) 
ツ
食事指導について 1 (2.9) ク

‘ーノ

健診PRについて 1 (2.9) 

4. 今後の健診継続について，考屈の必要ありが4町

村で，理由として，健診意義への疑問，予算，医師の確

保困難をあげている．

全般的な意見，希望として専門医およびスタッフ確保，

研修会，粕密検査や受診券発行などの1i後処理への配尉
等，先{|浚．の調査と同様である．

D.健診従事者状況

1. 総従事者状況

表4は53年 1月～12月の 1歳6か）J健診への保健所か

らの協カスタッフをアンケートで調行した状況である．

市町村独自で実施か9(13.0彩） （2市6町1村）で，

この中には対象児が少ないので可能だったとしていると

ころもある．他の60は，医師，保健婦，栄養士のいづれ

か，又はすべての職種の協力を得ている．なお， 53年度

に術科健診未実施か 4(58%)である．

また，表 5はアンケートで調査した54年 1月～10月末

までの69市町村 1歳6か月児健診実施回数267回， 受診

児数8,341名の従事者状況である．延総数3,399名のうち，

市町村側2,925名 (86.1%),保健所側 474名 (13.9彩）

である．この比率は， 50年実態調査5)の乳児 (65.2彩），
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表4. 保健所からの協力 (1歳6か月児健診） 3歳児（37.3%)健診を上まわる市町村の積極性ともみ

られるが，保健所から全く協力なしで実施が6(8.3%)

である．
職 種 人 数

医 師 1 

1 

1 ~ 2 

2 

保健婦 2 ~ 3 

3 

4以上

5 

栄養士 1 

その他 1 

依頼せず

昭53.69市町村対

市町村数 形(69市町村対）

4 5.8 

10 14.5 

3 4.3 

25 36.2 

2 2.9 

15 21.7 

4 5.8 

1 1.4 

8 11.6 

3 4.3 

， 13.0 
ダブルチェック

保健所からの協力職種としては，保健婦30.8%,栄養

士88.9%が主なものである．

2. 医師の専門別状況
表6に示す如く， 53年のアンケート調査では，小児科

又は内科小児科医参加の市町村が44(63.8形），内科又

はその他の科で行われているのが25(36.2%)である．

また， 54年4月～ 8月まで62市町村の 1歳 6か月児健

診（180回， 4,341名）から参加医実数をみると102名で，

その専門別は，小児科38名 (37.3%),内科小児科16名

(15.7%), 内科27名 (26.5形），その他の科21名 (20.6

形）である．

表5. 1歳6か月児健診従事者状況 69市町村267回 昭和54年調査（4月～10月）

＼ 事項 歯科衛生 母f係又 ※ 註医 師 歯科医師
士助手

保健婦 助産婦 栄従士
は衛生係 その他

市 町 村
342 322 218 905 262 352 524 

雷）(97.7) (69.2) (95.8) 

保 健 所 8 403 40 23 474 
(2.3) (30.8) (4.2) (13.9) 

ュ・・一

~t 350 322 218 1,308 262 40 352 547 3,399 

昭50年調査乳児 1,036回市町村 65.2彩保健所 34.8形 （％） 

3歳児 330回市町村 37.3彩保健所 62.7% 
※その他：看護婦，推進員，愛育班員，元保健要員，ホームヘルパー，事務パート

表6. 医師従事者状況

こ：～
S 53 調査 69 市町村 S54. 4~8調査62市町村

乳 児 1歳6か月児 3 歳児 1歳6か月児4,341名(180回）

巾町村数心名の輩市町村数心名の拿市町村数贔名の靡 仇師実数効市町村数膨）

小児科のみ 21 18 18 16 14 ， 38 (37.3) 19 (30.6) 
'~ 

内科小児科のみ 11 11 13 13 12 12 16 (15.7) 10 

小児科＋内科小児科 4 2 1 2 

小児科＋内科小児科＋他 1 3 3 1 
‘~ •~—• -.  ----• 

小児科＋その他 2 1 1 1 

内科小児科＋その他 8 7 7 4 

内科のみ ， 
15 ） 25 8 

26 ） 31 16 27 (26.5) 13 
その他 り21 ） 25 内科＋その他

6 36.2 3 44.9 
1 

3 (40.3) のみ 50、
その他のみ 2 4 % 2 2 形 1 21 (20.6) ， 
叶 68 40 69 39 69 39 102 62 

・・・---・・-----
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IV考察

乳幼児の定期健康診査は行政的な施策として，乳幼児

の健康診査を適正な時期に行うとともに，保護者に保健

指導を行い，健全育成の基礎をつくることを目的として

いる．さらに，こうした個人的なサービス面のほか，地

域の乳幼児の健康状態や保育環境を把握し，その向上の

ための対策にフィードバックする目的を持つ．

1歳 6か月児健診への市町村の対応について， 3か年

のアンケート調査を通してみたが， 2年目で全県実施の

体制となり， 47.8％の既存の健診とのふりかえや，回数

減があるにせよ特に重要な事業の省略はみられないと思

われる．

しかし，市町村が内容の充実やシステム化を模索しつ

つ限られた予算とスタッフで地域ニードの対応に苦慮し

ていることも伺われる．

さきに実施した実態調査5)6) 7)（昭和45,50, 52)や，

今回の 1歳6か月児健診においても，本県の場合行政指

導型はいなめないが，一応全市町村において最低の健診

体制は整ってきている．

しかし，広範囲な市町村をかかえる (3町村～10市町

村）保健所と，現状の町村の中で，包括的健康管理シス

表7. 現体制における問題点

テムの一部としての機能までは，まだ，多くの問題をか

かえている．

しかし，現状の中で，よりよい方向への接点として，

幾つかの反省を表7の如くまとめてみたが， この点につ

いて少しくふれてみたい．

A.スタッフ不足と技術向上に関して

今回の市町村主体の 1歳6か月児健康診査は．その町

村により種々のうけとめはあるにしても，市町村母子保

健サービスの今後のあり方を示すエポックであると思わ

れる．

我々のささやかな実態把握からの問姻についても，iii

町村主体によって，解決可能事項は少くない。また市町

村保健センター構想や，フ゜ライマリーヘルスケア8)9)の考

えなど健康をとりまく関係職種との協調も身近なものと

して重要な課題となってきている．

母子保健は，母と子をとりまくすべての環境を含めた

包括的保健サービスであり，今後，市町村がサービスの

主体となってゆくことはきわめて自然の姿と考えられる．

しかし，現実には．例えば1歳6か月児健診の場合で

も保健所から13.9％の人々が参加しており，職種では．

保健婦30.8%,栄簑士77.5%,その他4.2%となってい

る．50年の実態では乳児健診で34.8%,3歳児健診は62.7

ス， 1 町村スタノフ不足（区師，保健紺，担当）

夕

ツ 12 保健所の竹籾市町村か広範囲

フ

^ 3 保健所ではきめ細かい配／慈困難

質
（未受診者，異常者のfollowup,牛活l塁境把掘）

と 4 其施主体かよちまち

fit 
ツ 15 教育研修の機会が少い

1 母子保健管理市町村主体

2 スタッフ不足一行政援助

3 専門保健婦の祁成

4 研修の受け入れ体制強化

医

躯 6 医板機関一保健所―町村の連けい
機
関 7 母子健1,1！手帳記載小備
連

け 8 保健所と町村の健診への目的分担不明確

し‘

5 健診システムの確立・合理化

6 家庭医との辿けい

7 保健所と市町村の目的分担

保健

福祉

教育

の一体

事 19 'Ji後処JIPの不備

後

管 10 専門機関の不足

理 111 サプシステムとの辿けい不VIli

8 町村頓託医

9 専門家チームiり＇康診杏制I.g

10 総合機関（アセスメントセンター）

11 福祉・教育との沖けい

12 専門審議制度
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彩が保健所側のスタッフであり，平均して，約50%のス

タッフが市町村においてはぎりぎりといえよう．スタッ

フ不足は，当分，両者の連けいでカバーしていくことが

必要である．

研修，教育については特にのべるまでもないがニード

に対応すべく，そのジステム化は急務である．

B.医療機関との連けい

可能であるならば，家庭医との連けいも含めた医師の

リーダーシップによる健診システムの確立をこそ望まし

いものである．しかし，調査結果にみる如く，小児科専

門医の参加が，健診協力医の37.3％という現状である．

また，母子健康手帳は，母親のみならず，産科と小児科，

医師と保健婦，助産婦とのパイプであり，その有効利用

が望まれる．

市町村はこうした医療機関連けいの主軸となるスタッ

フを定めることにより少くもその緒は得られると思うか

現状は困難のところが多い．

C.事後管理

本梨にとって，これからの課廻である．地域にふさわ

しいあり方を関係機関と検討をすすめていきたい．

専門医が少なく，また市町村に嘱託医の少い本県では，

保健婦がその重責を負うところが多いが，実際の問題解

決には，背景に直任者として，あるいは相談役としての

I 眼託医←―~

□自屯的な個々の具体的サービス 鴫 .. □センター的役割
◎届出怒[_J設置 ◎I|j町村事業のI1J滑化

冒：：言：スのP R 

衛生教育

デンワサーピス
◎賢料0)的 19

｛悶贔霜芯要と現在の相談システム
年間計両

健診叩1'台板

◎健康診断（相談）

◎資料の整理

菅内把握・ 1とめ

医師の必要を痛感する．

以上の問題を解決する具体的受入れ体制を行う碁礎づ

くりとして，本県の場合，前述の如く保健所と町村の連

けいなしには考えられない．現在，カバーし合い，共同

で行っているが，両者の目的分担は極めてあいまいであ

る．共同で実施しながらも，それぞれの目標を明確にし，

相互協力でよりよいものに高めていかねばならない．

健康診査システムの保健所と市町村のあり方を図 1の

ように，市町村は自主的な個々の具体的サービスを保

健所はセンター的役割を持つものとし，この相互連けい

を円滑にしておくことが，前述の問顕解決のため，今後

の市町村主体の母子保健の具体的方法の受けilllとして必

要なのではないかと思われる．

V まとめ

昭和52年10月より 1歳6か月児健診全国レベル実施に

際し． 52年～54年の 3か年間69市町村に対し，アンケー

トを用い，毎年の対応状況を調査した。その結果，

1. 1歳6か月児健診の市町村実施に対し， 2年目で

全県実施体制となったが，特に重大なしわよせはみられ

ない．

2. 行政的問題点（スタッフの質とは，医脱機関との

県民健bli会議
（審議会）

地域医旗
（市町村保健センター）

秋田虻総合保健
医療センター

〇訪問（保健婦・助産婦) .. ~ ◎技術的参加，協力

ニニ：けい）ここの 二：f］]し：：援11)J
｛推進員 追跡・訪問

愛育PJrij
◎専門家チーム健診への参加 鴫 ..◎専門家チーム健心

◎保健所健診（目的の定めた）｝ ？健畠 目的ある健診

（（））スタッフ研修へのな）J＂ 鴫 .. ◎スタノフ研佗0),'「画・丈施
‘,‘  

反省と次の計画

図1 健原診査（相淡）システムの保健所と町村との関連
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連けい，事後管理）をふまえ，新しい母子保健システム

をとり入れた市町村主体母子保健への主軸として，保健

所との連けいによる受皿づくりの確立が肝要と思われる．

本研究の一部は，昭和52.53. 54年度厚生省心身障害

研究費の援助により行った．
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